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地方公共団体における人事評価制度に関する研究会開催要綱 

１ 趣旨 

地方公共団体における人事評価制度の導入を行うための改正地方公務員法が第 186 回

通常国会で成立し、公布された。 

地方公共団体においては、改正前の地方公務員法に基づく勤務評定制度の運用として、

国と同様の人事評価制度を導入・運用している団体がある一方、改正法の施行とともに

今後導入を予定している団体も多いと考えられる。 

ついては、法の趣旨に則った人事評価制度の円滑な導入や運用に向け、地方公共団体

において留意すべき事項や参考となる規程例などについて研究を行うため、本研究会を

開催する。 

２ 名称 

本研究会の名称は、「地方公共団体における人事評価制度に関する研究会」（以下「研

究会」という。）とする。 

３ 研究項目 

  研究会は、地方公共団体における人事評価制度に関して、以下の項目について研究す

る。 

（１）人事評価制度の導入・運用にあたっての留意事項 

（２）人事評価制度の導入にかかる規程、評価記録書、実施要領等の参考例 

（３）その他 

４ 構成員 

研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

５ 座長 

（１）研究会に、座長１人を置く。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、その職務

を代理する。 

６ 議事 

（１）研究会の会議は、座長が招集する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意

見を聴取することができる。 

７ 雑則 

（１）研究会の庶務は、総務省自治行政局公務員部給与能率推進室において処理する。 

（２）本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 
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課

長 
補

佐 

一 倫理 
全体の奉仕者として、担当業務の第一線において責任を持って課題

に取り組むとともに、服務規律を遵守し、公正に職務を遂行するこ

とができる。 
二 企画・立案、

事務事業の実

施 

組織や上司の方針に基づいて、施策の企画・立案や事務事業の実施

の実務の中核を担うことができる。 

三 判断 自ら処理すべき事案について、適切な判断を行うことができる。 

四 説明・調整 担当する事案について論理的な説明を行うとともに、関係者と粘り

強く調整を行うことができる。 
五 業務遂行 段取りや手順を整え、効率的に業務を進めることができる。 
六  部 下 の 育

成・活用 
部下の指導、育成及び活用を行うことができる。 

係

長 

一 倫理 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務

規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。 

二 課題対応 担当業務に必要な専門的知識・技術を習得し、問題点を的確に把握

し、課題に対応することができる。 
三 協調性 上司・部下等と協力的な関係を構築することができる。 
四 説明 担当する事案について分かりやすい説明を行うことができる。 

五 業務遂行 計画的に業務を進め、担当業務全体のチェックを行い、確実に業務

を遂行することができる。 

係

員 

一 倫理 全体の奉仕者として、責任を持って業務に取り組むとともに、服務

規律を遵守し、公正に職務を遂行することができる。 
二 知識・技術 業務に必要な知識・技術を習得することができる。 
三 コミュニケ

ーション 
上司・同僚等と円滑かつ適切なコミュニケーションをとることがで

きる。 
四 業務遂行 意欲的に業務に取り組むことができる。 

 

【以下略】 
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